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１．産業財産権相談窓口 －権利化手続き等の相談－

情報・研修館では、出願手続、権利化手続等に関する相談に対応するため、相談者からの疑問・質問に対し、対面相
談、電話相談については直ちに、文書（電子メール、FAX、封書等）による相談については、１開館日以内に迅速かつ的
確な回答を行っている。

また、法改正に伴い新たに生じるユーザーからの相談に的確に対応するため、特許庁の関連部署との連携のもとに改
正内容等に関する勉強会を開催し、職員の対応力の向上を図っている。

相談者の属性で最も多いのは、知財制度や手続に不慣れな個人や中小企業等の社員等であるが、大企業の知財担
当者や特許事務所の弁理士のような知的財産専門人材からの相談も相当数ある。

簡易な相談に対応するため、Webサービスである「産業財産権相談サイト」を開設し、よくある質問とその回答（FAQ）を
随時掲載し、内容の充実を図っている。
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相談者の属性（平成２６年度） 相談内容種別（平成２６年度）
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２．営業秘密・知財戦略相談窓口

情報・研修館では、「知的財産推進計画２０１４」（平成２６年７月４日）で示された｢営業秘密管理のワンストップ支援体
制の整備｣の方針を踏まえ、平成２７年２月２日に「営業秘密・知財戦略相談窓口」を開設。

「営業秘密・知財戦略相談窓口」には、営業秘密等の相談に応じるアドバイザー３名と弁護士１名を配置し、中小企業等
から相談等を受け付け、相談者に対して的確な回答や支援を実施。

平成２７年１月から３月にかけて、中小企業等を主対象として全国各地の計９箇所（１０開催）で｢営業秘密・知財戦略セ
ミナー｣を開催（セミナー参加者は計７１２名）。

｢営業秘密・知財戦略セミナー｣では、事例紹介をしつつ、事業利益の最大化のためには、秘匿管理すべき技術ノウハウ
等の営業秘密の適切な保護・管理、営業秘密を適切に管理するための指針、社内における営業秘密管理体制の構築、
管理された技術ノウハウ等が流出した場合の対応等が重要であることを紹介。

営業秘密相談窓口開
設に伴う相談実績

営業秘密管理や知財戦略、営
業秘密流出・漏洩、情報セキュリ
ティ対策等の相談対応 相談件数 103件

営業秘密・知財戦略セ
ミナーの開催

全国主要都市を中心に、営業
秘密管理の重要性についての普
及・周知のため、セミナー形式で
開催

【平成26年度】
全国9箇所、計10回
参加者 712名

【平成27年度】
全国20カ所以上

営業秘密・知財戦略
ポータルサイトの開設

営業秘密相談窓口の開設に伴
い、営業秘密管理等の周知やセ
ミナー募集に活用

平成26年10月31日
開設

営業秘密・知財戦略パ
ンフレット、ポスターの作
成及び配送

周知活動を円滑にするため、周
知用パンフレットを作成し、関係
機関への配布やセミナー配付用
として活用

【パンフレット】56,800部
【ポスター】 700枚
全国270関係機関へ送付

営業秘密における知的財産の普及啓発の取組
（平成２７年６月末現在）

営業秘密・知財戦略相談窓口の相談等対応機能
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営業秘密相談の受付状況
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＜相談受付状況＞
INPIT全体での営業秘密相談の受付状況
・営業秘密・知財戦略相談窓口（２月２日～６月３０日） １０３件
（参考）
・海外展開知財支援窓口（平成２６年度、営業秘密関係） ７８件
・知財総合支援窓口（平成２６年度、営業秘密関係） ２０３３件

＜連携状況＞
・営業秘密・知財戦略相談窓口から警察庁 ０件
・営業秘密・知財戦略相談窓口から情報処理推進機構（ＩＰＡ） ３件

営業秘密・知財戦略相談窓口の相談者の属性等

【属性】 【従業員数】 【企業の業種】

35%

43%

10%

7%
5% 大企業

中小企業

大学・公的

研究機関

個人

その他

9%

23%

15%
17%

6%
1%

9%

20%
3001～

1001～

301～

101～

51～

21～

6～

～5

16%

23%

16%4%
3%3%

14%

21%

電気

機械

化学

情報

卸売

小売

サービス

その他（建設業、エ

ンジニアリング等）

「大企業」には、建設会社の子会社等、大企業であるがこれまで知財戦略に対
して十分な取組ができていなかったと考えられる企業が見受けられる。



営業秘密・知財戦略相談窓口の相談内容
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相談内容の概要

相談者の属性別の相談内容

【大企業】 【中小企業】

「中小企業」では営業秘密流出・漏えい（被害相談）
が多いのに対して、「大企業」では被害相談はなく、
事前に対策を行うための具体的な管理方法に関す
る相談が多くなっている。

※「知財制度一般」は、不正競争防止法の法改正や、
特許等の制度に関する一般的な相談を含む。

42%
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14%

14%

17% 営業秘密管理

営業秘密流出・漏えい

情報セキュリティ

知財戦略

知財制度一般

その他
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相談窓口に寄せられた具体的相談事例
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大企業

中小企業

大学・公的研究機関

営業秘密管理
昨年、会社で営業秘密管理の仕組み作りをするＷＧを立ち上げた。秘密情報の層別化（「マル秘」、「極
秘」、「社外秘」等）の基準や運用について教えてもらいたい。

改訂された営業秘密管理指針に沿って、営業秘密管理体制を導入しようと準備中である。当社の体制
案についてアドバイスをもらいたい。
先使用権を確保するための資料のまとめ方、収集すべき資料の種類を教えてほしい。

知財戦略
保有特許の維持／放棄の判断基準又は仕組み作りについてアドバイスをもらいたい。
自社開発ソフトの権利の守り方について教えてほしい。

営業秘密管理
社員がライバル会社に転職した。秘密保持契約書を作成したが押印を断られ、競業避止契約書も用意
していなかった。将来的な情報の流出を危惧しているが、法的な対策をとる必要があるか？

成分の解析が難しい物質を開発した。特許出願せずに秘密として守りたいと考えているが、他者に権利
を取られては困るので、どうしたらよいか相談したい。

営業秘密流出防止
退職者が起業した会社に仕事をとられた。技術情報を利用されているのではないか？
解雇通知した従業員のパソコンからデータが消失していた。データが持ち出されたかもしれない。
金型の情報を顧客（発注者）が他社に流出させた。不正競争防止法による保護が受けられるのか？

営業秘密管理
営業秘密管理のためのチェックシート、管理規定案を作成している。アドバイスが欲しい。



知的財産戦略アドバイザーによるセミナーの開催
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テキストを用いた座学形式によるセミナーを開催。
（９０分又は６０分の講義、内容は下記のとおり）

全国２０箇所以上で知的財産戦略アドバイザーによるセミナーを開催中。

平成27年度 営業秘密・知財戦略セミナー
～あなたの会社の独自技術をシッカリ守り、活かすために～

４月 17日 金 東京①

５月

15日 金 愛知

22日 金 東京②

25日 月 大阪①

６月

2日 火 熊本①

10日 水 兵庫

11日 木 京都

24日 木 神奈川

７月

2日 木 北海道

8日 水 群馬

9日 木 富山

16日 木 青森

23日 木 東京③

30日 木 宮城

８月 6日 木 千葉

９月

3日 木 鹿児島

9日 水 三重

10日 木 静岡

16日 水 大阪②

10月

1日 木 埼玉

7日 水 熊本②

8日 木 福岡

15日 木 山梨

29日 木 島根

11月 5日 木 徳島

※希望に応じて個別企業等への出張セミナーも実施中。

全国セミナー
参加者数

７１２名
（平成２６年度）

セミナー参加者所属
企業の規模（従業員数）

全国セミナー

個別出張セミナー※

19%

16%

27%

21%

8%
2%

3%
4%

3001～
1001～
301～
101～
51～
21～
6～
～5

• 企業内情報の流出が疑われる最近の事例
• はじめての営業秘密管理
• 営業秘密として「法的保護」を受けるためには
• 営業秘密の民事的保護／刑事的保護
• 特許化と秘匿化
• オープン＆クローズ戦略 等

- - - - - - - - - - - - -全国セミナーの予定- - - - - - - - - - - - -



普及啓発の強化 ～Ｗｅｂ、ポスター、パンフレット、eラーニング～
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中小・ベンチャー企業等の様々な経営課題と密接に関連する営業秘密・知財戦略の重要性に関
する理解増進を図るため、営業秘密・知財戦略ポータルサイトのコンテンツの拡充、ｅラーニング
コンテンツの開発・提供（計画中）等の普及啓発活動強化を進めている。

ポータルサイト
ポスター／
パンフレット

ｅラーニング
（計画中）

全国の知財総合支援窓口、商工会
議所等に、パンフレット約６万枚、ポ
スター約７００枚を配布。

営業秘密１１０番の紹介、営業秘
密・知財戦略についての紹介、セミ
ナー開催案内、資料等を掲載。

営業秘密・知財戦略の重要性に関す
る理解促進を図るため、ｅラーニング
コンテンツの開発、提供を計画。



３．海外展開知財支援窓口
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支援先企業に対するアンケート調査結果
（何が有益だったかに関する回答）
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情報・研修館では、平成２３年度以来、企業等で海外事業における知的財産リスクの低減活動と事業利益の最
大化等に関して深い経験をもつ海外知的財産プロデューサーを雇用し、中小・ベンチャー企業等の海外展開に
係る支援を実施。

海外知的財産プロデューサーの支援を受けた中小・ベンチャー企業等の累積数は７０６社となり、ライセンス
契約締結に貢献した事例、戦略的な外国出願につながった事例、社内の知財体制整備に貢献した事例等、効果
的な支援事例が生まれている。

普及啓発活動は、経済産業局、知財総合支援窓口、自治体、金融機関等と連携しながら全国各地に展開し、多
くの中小・ベンチャー企業等に海外展開における知財の重要性について気づきを与えている。



海外知的財産プロデューサーへの相談・支援内容の傾向
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戦略・リスク対応 体制整備 権利化・営業秘密管理・契約 規制
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※平成２６年度新規支援案件の傾向（複数選択）



海外知的財産プロデューサーによる代表的な支援事例

事例 種 別 中小企業等の課題等（概要） 海外知財PDが提案した解決策（概要） 課題は解決したか

１ 戦略・リスク
対応・体制
整備

中国進出にあたり、現地の知財環
境や管理方法に不安があった

・中国での知財の権利化、活用の考え方、
リスク回避の具体的方法などについてア
ドバイス

・社内の情報管理体制を充実させるため
の体制整備の支援

社内の情報管理体制を構築し、現地
の情報管理にも活用

２ 知財管理体制の不備 ・国内外のグループ会社間で保有する知
財の社内管理についてアドバイス

・グループ会社間における知財権の取得、
使用、譲渡、移転、管理等に関する規定
等の策定支援

国内外の知財管理体制が構築され、
海外事業の拡大基盤の強化に寄与

３ 知財の意識が低く、情報管理がで
きていない

知財、ノウハウ管理、特許権の詳細につ
いてアドバイス

社内の知財（情報）管理に関する体制
整備が進んだ

４ 権利化・営
業秘密管
理・契約関
連

中国進出にあたり契約関係の知
見が不足

現地で必要となる各種契約について内
容や注意事項についてアドバイス

自社で契約書ドラフトを作成し、契約
につなげることができた

５ 北米進出にあたりライセンス契約
の進め方がわからない

ライセンス契約についてアドバイスを行
い、知財総合支援窓口の専門家も活用
して契約書を作成するところまで支援

技術ライセンス契約締結を実現

６ 海外進出にあたり契約に不安 事業責任者に対して海外企業との契約
の進め方、契約内容について教示

韓国、ドイツ企業との契約を有利に展
開することができた

７ 外国出願について知見が不足 国内外への出願と海外事業展開におけ
る戦略策定支援

補助金を活用し、ＰＣＴ出願

８ 東南アジアへの事業展開をするに
あたり知財の知見が不足

出願する技術とノウハウとして秘匿する
技術との選別についてアドバイス

ＰＣＴ出願による権利化を進め、東南
アジアでの事業の知財リスクを低減
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普及啓発と情報提供活動の実施状況
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事業内容
普及啓発と情報提供

の取組

実施回数（回） 参加者数（人）

備 考H23
年度

H24
年度

H25
年度

H26
年度

H27
年度

H23
年度

H24
年度

H25
年度

H26
年度

普及啓発活動

情報・研修館主催の
海外知的財産活用講
座の開催

5 30 15 2 ※20 － 543 142 54

H25までは海外知財
PDによる講演
H26からは海外知財
ADによる講演

他機関・他団体等と
の共催によるセミナー
の開催

－ 2 5 14 ※10 － 107 114 264

H25までは海外知財
PDによる講演
H26からは海外知財
ADによる講演

他機関・他団体のセミ
ナーへの講師派遣

16 53 50 51 2 712 2,147 2,017 2,525 海外PDを講師派遣

小 計 21 85 70 67 － 712 2,797 2,273 2,843

情報提供活動
海外知的財産活用
ポータルサイトによる
情報提供

海外知財PDによる支援スキームの紹介、講座等の開催案内、自己診

断用チェックシートの提供等

（※は、平成27年度開催予定回数）

（平成27年6月末現在）



普及啓発活動と支援活動の相関
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４．知財総合支援窓口

情報・研修館では、特許庁が設置する各都道府県の知財総合支援窓口に、相談に係る課題に対して解決を図る支援
担当者（窓口支援担当者）を配置し、利用者に対して迅速かつ的確な回答を提供する体制を整備。

知財総合支援窓口の相談対応力の向上のため、支援窓口で対応困難な課題等に対応する知財専門家の派遣、各知
財総合支援窓口の支援内容と支援方法の分析、支援担当者の研修等を実施。

今後、「地域ブロック担当者」を配置し、担当地域内の支援窓口を巡回して、政府の知財政策に沿った窓口運営に向けた
調整や、地域の実情に即した窓口運営のための提案・サポートを行い、全国の知財総合支援窓口の質の向上を図る。

工業所有権情報・研修館

地域ブロック担当者（７～８名）

知財総合支援窓口

特許庁
経済
産業局
特許室

連携

• INPITが雇用し地域毎に配置（予定）。
• 各窓口を定期的に巡回し、各窓口のサー

ビスの質を向上。

連携

支援担当者の配置・研修 知財専門家の派遣等

13



INPITにおける平成27年度の新たな取組
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1. 窓口支援担当者研修の改善
初任研修では、以下の点を伝えることに留意した。

顧客（中小・ベンチャー企業等）の事業利益を第一に考えること
中小・ベンチャー企業の考える事業戦略の正しい理解のための聴取
事業利益の最大化のための知財面での支援

事業戦略と知財戦略を捉える基盤的能力と手法に関する研修の強化
５フォース分析・ＳＷＯＴ分析等の手法
ケーススタディとグループワークによる具体例に基づく能力涵養

2. INPIT採用支援担当者の評価に基づく対応力の改善
以下のような対応力について、支援担当者の自己評価に基づく評価プロセスを導入し、支援担当者の強み
弱みを正確に把握したうえで、改善のきっかけ・アドバイスを提供する仕組みを構築した。

相談者の企業経営を理解した上で相談者の立場に立った回答をしているか
相談内容に応じて適切に前さばきを行い最適な専門家等へ取り次いでいるか

（１）能力評価 （２）業績評価

＜定性的評価＞ ＜定量的評価＞

① 聞き取り能力
② 課題分析能力
③ 説明能力・文章作成能力
④ 専門家・他機関との連携能力
⑤ 職務誠実能力
⑥ 組織内協調能力

① 総合
② 権利化支援
③ 専門家・他機関との連携

④ 活用支援

① 相談対応件数
② 支援件数
③ 専門家取り次ぎ件数
④ 関係機関連携件数
⑤ 企業等掘り起こし件数
⑥ マスコミ等の支援事例掲載件数

【評価及び対応力の改善】

聴く、理解する、知財も使って事業で儲けてもらう



INPITによる地域・中小企業向けサービスの現状
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産業財産権相談窓口は、知財制度や手続に不慣れな個人や中小
企業のみならず、大企業や特許事務所からの相談にも対応。

営業秘密・知財戦略相談窓口には、中小企業（４３％）のみならず、
大企業（３５％）からも相談が寄せられている。営業秘密の管理・保
護については、中小企業だけが遅れているわけではない様子。

海外展開知財支援においては、普及活動の成果が支援の拡大に
着実に結びついている。



INPITの今後の取組の方向性
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営業秘密・知財戦略セミナーの継続開催を通して、営業秘密の管
理・保護の重要性についての認知を高めていく。

普及と支援の両輪で、高い相乗効果を生み出す取組を引き続き継
続的に強化することが必要。

中小・ベンチャー企業の事業利益の最大化を支援していくとの認
識の下、中小企業関連の関係機関や各種専門家等との連携の強
化を推進していく。

我々のサービスに加えて、地域産業・中小企業への貢献に不可欠
なものとは．．．？



（参考１）グローバル知財人財の育成に資する教材及び学習用資料の開発
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「知的財産政策に関する基本方針（平成２５年６月７日閣議決定）」で示されたグローバル知財人財の育成・確保につい
て、特許庁等関係機関と連携して所要の取組について検討・準備を進め、情報・研修館は、中小・ベンチャー企業等のグ
ローバル知財人財の育成に資する教材及び学習用資料の開発に取り組むこととなり、平成２６年度末には、教材及び学
習用資料の開発体制を構築した。



（参考２）開放特許情報データベースの提供

http://plidb.inpit.go.jp/PDDB/Service/PDDBService

開放特許情報データベース 検索

情報・研修館では、企業や大学等が保有する特許のうち、中小企業者等へのライセンス等が可能な特許をデータベース
に登録し、利用者が容易に検索して権利者とコンタクトできる情報提供インフラとして、「開放特許情報データベース」シス
テムを管理・運用し、新規データ登録、開放特許の活用を促進する活動等を継続的に実施。

開放特許情報データベースの分野別登録件数

開放特許情報データベースの新規登録件数等の推移
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電気・電子, 
9,159 

情報・通信, 
5,438 

機械・加工, 
3,842 

輸送, 1,044 

土木・建築, 
1,196 

繊維・紙, 288 

化学・薬

品, 3,839 

金属材料, 
949 

有機材料, 
1,917 

無機材料, 
1,384 

食品・バイ

オ, 3,057 

生活・文化, 
1,685 

その他, 1,139 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

新規登録件数 5,601 3,087 2,753 2,527

削除件数 6,584 5,378 6,567 4,287

データベース掲載件数 43,358 41,067 37,253 35,493



（参考３）産業財産権情報の提供及び電子出願支援

平成２７年３月２３日より、新たな特許情報（実用新案、
意匠、商標を含む）提供サービスとして、特許情報プ
ラットフォーム（略称：J-PlatPat）を開始。

特許情報プラットフォームでは、１億件をこえる特許・
実用新案・意匠・商標の公報等及び関連情報とその検
索サービスを提供。

サービス提供開始に先立ち、Webサイトでの告知、
ポータルサイトの設置、展示会等でのサービス内容説
明等、事前周知を実施。

高い評価の意見等 今後の要望に関する意見等

J-PlatPatのグローバルナビゲー

ション機能は洗練されたデザイン
となっており、利用者にとって使
いやすい。
検索結果のレスポンスが早い。

公報情報画面から経過情報表示
画面のリンク機能が使いやすい。
J-Globalとの連携機能が提供され

たことにより、キーワード検索に
おいて類義語が容易に見つけら
れ、使い勝手がよい。

検索結果画面の印刷機能を更に
改善してほしい。

過去の文献もテキスト検索できる
ようにしてほしい。

検索結果の全件を一覧表示して
ほしい。

商標公報発行と同時にテキスト
検索を可能にしてほしい。

パテントファミリー照会機能をつ
けてほしい。

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）に対するユーザーの意見等（代表例）

電子出願の普及・啓発のため、中小・ベンチャー企業
や団体等の新入職員を対象とした電子出願説明会を
毎年度、東京、大阪、名古屋等の大都市圏で開催。

意匠、商標の電子出願率が高まってきている。

電子出願ソフトの利用者が使用方法等で疑問をもった
ときに即座に質問して回答が得られるように、電子出願
サポートセンターを設置してユーザー支援を実施。

80%

85%

90%

95%

100%

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

特許・実用

意匠

商標

審判

電子出願ソフトによる電子出願率の推移

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

9,647 9,521 9,584 

10,350 

電子出願サポートセンターへの相談
件数の推移

電子出願の普及とユーザー支援特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の提供
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